
はじめに

戦後まもないころ、当時の経済安定本部広島

地方経済安定局と建設省中国四国地方建設局が

中国地方の各県に呼びかけて、戦後復興に関す

る委員会を設置しました。その事務局として

1948年に開設された中国地方綜合調査所という

のが中国地方総合研究センターの前身です。

1962年には中国地方総合調査会に改称し、中

国地方の各県、主要市町村、主要企業、経済団

体を会員とする社団法人となりました。1990年

から現行の中国地方総合研究センターに名称変

更し、中国総研と略称しています(最初は経済

企画庁、国土庁発足後は同庁、現在は国土交通

省認可)。当初から地域開発・地域振興にかか

わりが深く、会員企業のなかに建設業関係が多

いという特徴を持っています。また、地域経済

関係の部門とともに地域計画関係の部門を備え

ていることも特徴のひとつです。

本日は、地域経済に占める建設業の役割と最

近の厳しい環境変化を概観し、産業立地の変化

をふまえたうえで、地域の自立とは何か、その

なかで建設業は何が求められているかを考えて

みたいと思います。

建設業は地域経済のほぼ1割

中国地方の域内総生産は、1998年度に約28兆

円です。このうち建設業のウエイトは9.0%、

ほぼ1割です。ただし、全国(都道府県平均)
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は8.4%ですので、これより少し高い。

30年近く前の1970年度と比較してみると、全

国では8.5%から8.4%へ横ばいもしくは少し下

降気味に推移したのに対し、中国地方では8.3%

から9.0%へ建設業のウェイトが拡大していま

す。

域内総生産に占める建設業のウエイト

19 70 年 度 19 98 年 度

中 国 地 方
建 設 業 8 .3 9 .0

製 造 業 3 1. 2 2 6. 6

全　　 国 建 設 業 8. 5 8. 4

(県平 均 ) 製 造 業 3 1. 3 23 .5

資料:内廟府「県民経済計算年報j

2000年の「国勢調査」によろ就業者数でみて

みると、全産業に占める建設業のウエイトは全

国は10.0%、中国地方はこれより少し高い

lq・8%です。県内総生産からみても就業者数か

らみても、建設業は地域経済のおおむね1割を

占めています。

就業者数のウエイトは、1970年には全国

7.5%、中国地方7.4%でしたので、全国・中国

地方ともに、この30年間にだいたい同じくらい

のスピードで増加してきたことが分かります。

ただ、就業者数のウエイトに較べて県内総生産

のウエイトが低いことから、就業者1人当たり

の生産性は全産業平均より低いといえます。

建設業の就業者は、全産業の1割強を占める

まで増加してきました。いまや産業大分類では

彪塚β立の肋lら磨毘芽の方府を考える
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サービス業、商業(卸・小売業・飲食業)、製

造業に次いで4番目に大きな産業となっていま

す。しかし、1995年から2000年にかけてわずか

に減少に転じました。製造業はすでに減少して

おり、商業も減少し始めています。主要産業の

うち就業者数が増加しているのはサービス業だ

けになっています。

これまでは製造業の就業者が減少しても、こ

れをサービス業と建設業が吸収してくれていま

した。ところが、最近になって製造業の減少幅

が拡大する一方、建設業の就業者数が減少に転

じ、サービス業の増勢がやや鈍化したせいで、

産業全体の就業者数も少し減ってきている状況

です。

つぶしのきかない建設業従事者

建設業は雇用の受け皿としての役割を果たし

てきたことはまちがいありません。しかし、そ

の中身は変化しつつあります。これをもう少し

詳しくみてみましょう。

厚生労働省「雇用動向調査」によると、全国

の場合、すでに1993～94年ごろから製造業と商

業では離職者が入職者を上回っていました。こ

れに対し、建設業とサービス業では入職者超を

維持してきました。けれども97年に建設業で離

職者が超過し、99年1こはサービス業でも離職者

超に転じてしまいました。

内閣府「地域経済レポート2001」は、公共投

資と雇用の問題を特集しています。そのなか

で、全産業に占める建設業就業者の割合を年齢

階層別にみたグラフが紹介されています。これ

によると、中高年の割合はこの10数年あまり変

化していない。つまり、建設業には二定数の中

高年がつねに就業しているといえます。

他方、おもしろいのは15～24歳の若年層と65

歳以上の高齢層です。これらの年齢層では、こ

の10数年にわたって建設業就業者の割合がかな

遡膚卓立の肋lら虜安着の方府を考λる

り急速に拡大しています。つまり、バブル期に

もバブル崩壊後も、建設業は特に若年層と高齢

層という両極の年齢層にとって雇用の受け皿と

なっていたことが分かります。しかし、いずれ

も1997年をピークに低下しており、それまでの

勢いはなくなってきました。

建設業就業者については、転職をめぐって特

徴的な傾向がみられます。やはり内閣府「地域

経済レポート2001」によると、たとえば現職が

商業、金融・保険業、不動産業である就業者の

前職をみると、同一産業からの転業者はそれぞ

れ30%台です。ところが製造業では55%、建設

業では72%のひとが前職も同じ産業からシフト

しています。

失業率が高まるなか、ホワイトカラーは失業

してもサービス業などに流れることができるけ

れども、建設業と製造業の就業者は転職先を探

すのが難しいといわれ・ます。特に7割あまりの

ひとが同じ建設業から流れている建設業就業者

の場合は、いってみれば「つぶしがきかない」

ともいえそうです。

森喜朗内閣でITが強調されていたころ、旧

経済企画庁のひとたちと中国地方の建設業関係

者を訪問したことがあります。旧経済企画庁の

担当者が「受注量の減少に備えてIT研修など

を実施すればどうか」と尋ねたところ、ある企

業の代表者が「建設業には身体ひとつで仕事を

する作業員が多いので、いまさらITといわれ

ても」と回答したのが印象に残っています。

公共事業減少時代

中国地方における公共工事請負金額は、1988

年を100とすると1993年には170くらいまで右肩

上がりで伸びてきました。1994年から97年には

少し低下したとはいえ、それでも150前後の水

準で推移しています。そして、総合経済対策と

緊急経済対策が相次いで実施された1998年には

リサーチ中層7　2恍玖イ
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180くらいに急増しました。その後はやや低下

し、2000年には150くらいとなっています。

この間における建設業の就業者数は、公共工

事請負金額を追うかたちで推移しています。や

はり1988年を100とすると1993年に108くらい、

1997年には118くらいの水準まで増加しまし

た。同じ期間、その他の産業の就業者数は横ば

いか微減気味に推移していますので、このこと

からも建設業が雇用の受け皿として機能してき

たことが分かります。

しかし、建設業の就業者数は、公共工事請負

金額のピークより.1年早く1997年から減少に転

じており、2000年には107くらいの水準まで低

下しています。

公共・民間を合計した中国地方の建設投資額

は、このところ4兆円を割り込んでいます。そ

のうち公共建築は1990年度の約4,000億円から

2000年度には約2;500億円に縮小したものの、

数次にわたる経済対策が打ち出された結果、公

共土木は1990年代を通じておおむね2.兆円前後

を維持してきました。一方、民間建築について

は1990年代初頭に約2.5、兆円であったのが、

2000年度にはほぼ1兆円減少して1.5兆円とな

りました。その結果、民間対公共の比率は1990

年代初頭には62:38であったのが、最近は47:

53と逆転しています。

建設業にとってみれば、公共事業をも含む全

体の市場が縮小するなかで、公共事業への依存

が相対的に高まったことになります。

・公共事業の功罪

公共事業は、①市場原理による偏りを是正す

るための適正な資源配分、②地域格差などを是

正するための所得再配分、③短期的な視点から

の需要創造(いわゆるケインズ政策)、④中長

期的な視点からの社会資本整備、という4つの

機能を持っています。端的には、経済政策と国
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土政策の両面の役割を担っているといえるでし

ょう。

ところが最近、「公共事業はもういらない」

という論調をよくみかけます。1998年版の「建

設白書」では、公共事業がそのように問題視さ

れる理由を効率性と透明性とに分けて整理して

います。①から③が効率性にかかわる要因、④

と⑤が透明性にかかわる要因です。

①　波及効果が特定の分野に限定され、乗数

効果も低下するなど、経済効果が減退して

いること

②　縦割り行政の弊害により重複投資が行わ

れたり、効率のよくない地域への投資が相

対的に多いなど、配分の仕方に問題がある

こと

③　国際水準に比較して高コストであること

④　入札方法が不透明であったり、社会経済

情勢の変化への対応の遅れが目立つこと

⑤　官民の適切な役割分担という考え方が弱

いこと

このほか「公共事業は環境破壊につながる」

という意見もしばしば聞かれます。こういった

問題点について、さまざまな取り組みがなされ

ていることは、2001年版の「国土交通白書」で

も紹介されているところです。

これらのうち経済効果の問題については地域

経済の観点から気になります。公共事業による

経済効果が減退している理由として、フロー面

からは、消費性向の低下による乗数効果の落ち

込み、輸入増加によるリーク(漏れ)の増大、

経済のソフト化・サービス化による産業連関の

弱まりなどが指摘されています。

また、ストック面からは、地域や部門による

偏りや歪みが顕在化していること、技術革新に

伴い機械化・省力化が進展していること、整備

水準が全体的に高まっているなかで追加的な投

資による生産力上昇効果が弱まっていることな

どの問題があげられています。

地膚屠丘の肋lら虜定昇の方府を考λる
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公共事業の経済効果が薄れつつあることに加

え、少子・高齢化が進展するなかで、「公共事

業に代えて保健・医療・福祉分野を拡大すれば

どうか」という意見もあります。そのような視

点から経済波及効果を比較した分析もいくつか

出ています。中国総研が中国電力㈱経済研究セ

ンターと共同でつくっている「中国地域経済白

書」の2000年版で、この間題を検討したことが

あります。

鳥取県でも同様の試算をしています。同県に

おいて1,000億円投資したとすると、生産誘発

額は社会保障1.7倍、公共事業1.6倍、医療・保

険1.5倍の順であり、たしかにそれほど差はあ

りません。また、雇用効果は社会保障25,060人、

医療・保険12,290人、公共事業10,580人の順で

あり、むしろ人手を使う分だけ保健・医療・福

祉分野のほうが多くなっています。

鳥取県における投資効果の比較

生 産 誘発 額
粗付 加 価 値

誘 発 額

雇 用 効 果

(人 )

社 会保 障 1,6 77 1, 106 2 5,0 60

医 療 ・保 険 1, 5 12 9 00 12,2 9 0

公 共 事 業 1, 6 12 8 22 10 ,5 8 0

(注)1,000億円の場合の1次効果と2次効果の合計。

資料:鳥取県(藤田安-「公共事業の展開と地方財政の進

展」『都市問題』2001年12月」引こよる)

このような数値をみれば、「公共事業よりも

保健・医療・福祉分野を優先すべき」という主

張には意義があるといえそうです。ただ注意し

なくてはならないのは、ここでの比較はフロー

面のみ取り上げていることです。公共事業のも

うひとつの側面、つまり整備による利便性や生

産力の向上というストック面には着個していま

せん。

そういう問題点はあるものの、建設業の側か

らみれば、「保健・医療・福祉分野にビジネス

朋象立の肋lら屠厨業の方府を考受る

チャンスがある」という示唆を得ることができ

ると思います。実際、福島県建設業協同組合と

福島県建設業協会は、介護産業への参入を打ち

出しています。最近の報道によれば、全国建設

業協同組合連合会もこのような取り組みを支援

することを決めたと聞いております。

活発な公共事業改革論

公共事業の問題が顕在化してきたため、経団

連や経済同友会では、公共事業の改革に関する

提言を打ち出しています。

経団連の提言(1998年1月)では、公共事業

の問題点として、中央主導・官主導であること、

財政投融資の肥大化により一般会計にしわ寄せ

が来ていること、高コスト体質であることなど

をあげています。そのため、国と地方、官と民

とのあいだで適切な役割分担を行うとともに、

情報公開とアカウンタビリティの確保に努める

ことを求めています。具体的には、公共事業の

審査や優先づけに関するルールの明確化、規制

緩和、手続きに関する法整備などが提言されて

います。

経済同友会の提言(2001年1月)では、「生

産活動は市場、政治は再分配にかかわる政策判

断、行政はその執行」という明確な役割分担の

もとで、公共事業を基本的には地方に移管し、

地方は自己責任でその配分や優先順位を決める

こと、さらに社会資本整備を隠れ蓑にした景気

対策と雇用確保のための事業を廃止することを

主張しています。後者の問題については、公共

事業費(一般政府総固定資本形成+用地費)の

対GDP比率を現行の約7%から2010年には約

2%に抑制するよう求めています。

また、2002年1月に閣議決定された「構造改

革と経済財政の中期展望」でも、公共事業の配

分の硬直化、受益者負担という考え方の弱さな

どの問題点を指摘したうえで、必要な分野への

リサーチ中ノ野　〟〟イ
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重点配分、整備状況に応じた弾力的配分、公共

事業以外の政策手段の導入などの方向を打ち出

しています。その一環として、道路特定財源の

見直しなどが検討されています。

いずれにせよ今後、公共事業のあり方はずい

ぶん変化してくるものと見込まれます。

組み込まれた地方

大都市の側は、地方への公共事業が相対的に

過大である手とをよく問題にします。実際、全

国平均を100として人口あたりの行政投資額を

みると(1998年度)、岡山県と広島県では90台、

山口県で108とまあ全国並みといえますが、鳥

取県で171、島根県では217と高い。

可住地面積あたりにするとそれほどでもない

という見方もありますが、可住地面積あたりで

も全国平均を下回るのは岡山県と山口県だけで

あり、鳥取県で114、島根県と広島県では120を

超えています。

このような資源配分の偏りを国税の還元率か

らみることもできます。ごく単純に、国税収入

に対する行政投資額の比率を国税局別に比較し

てみます(1998年度)。47都道府県平均ではこ

れが0.8倍ですが、東京圏では0.3倍にとどまる

のに対し、中国地方では1.3倍に達しています。

これをみると、大都市が地方を問題視するの

も肯けそうです。とはいえ、一方では現行の税

制がそ~のようになっているという問題も見逃せ

ません。どういうことかというと、地方には大

手企業の支社や工場がたくさん立地しています

が、これらの企業の法人税や従業者の源泉所得

税は本社所在地で計上されます。その結果、大

手企業の本社が集中している麹町税務署管内の

税収だけで、西日本の国税収入の9割に相当す

るといわれるほどです。

都道府県ごとの小売業販売額や地方消費税に

基づいて、本来発生していると考えられる国税

リサーチ中l野　〟824

収入を推計したレポートがあります(社会資本

整備推進地方連合ウェブサイト)。これによる

と、地方のQ県では本来獲得すべき国税収入の

70%しか実際の収入がないのに対し、東京都で

は本来発生額の2倍にあたる国税収入がある。

東京はそのようにして江戸時代以来「地方の仕

送り」で成り立ってきたというわけです。

だから地方の側にしてみれば、「公共事業や

地方交付税などのかたちで逆仕送りをしてもら

って当然」という見方もできそうです。むしろ

恐いのは、好むと好まざるとにかかわらず、地

方がそのような体質に組み込まれてしまってい

るということです(詳しくは『季刊中国総研』

No.15の特集を参照)。

関西学院大学の林宜嗣教授は、横軸に行政投

資額の地方圏シェア、縦軸に都道府県間の所得

格差(人口あたり県民所得のばらつき度)を取

りく年次ごとの変化をグラフにしています。こ

れをみると、1970年代を通じて地方圏シェアが

拡大していきます。それに伴って所得格差は順

調に昭小していきました。「地方の時代」とい

う言葉が流行ったのも、そのような70年代後半

のことです。ところが第2次石油ショックを契

機に緊縮財政が進められ、大都市を中心とした

民活路線とも相まって、1980年度から地方圏シ

ェアが低下していきます。すると、所得格差が

ふたたび拡大していきます。これが転換点を迎

えるのは、宮沢喜一内閣で総合経済対策が導入

された1992年度のことです。それ以降最近まで

行政投資の地方圏シェアが拡大し、所得格差は

是正されてきました。

このようにして地方の命運は公共事業に握ら

れているといってもおかしくない状況です。

実際、県内総支出に占める公的総固定資本形

成の割合をみると、全国(47都道府県平均)の

場合、1960年度も1998年度も7.4%で横ばいで

した。ところが中国地方については、60年度に

は7.3%で全国より少し低かったのが、98年度

也塚卓立の肋lら戯業の.方腐7を考える
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には10.0%に拡大しています。広島県と山口県

では8%台、岡山県では9%台ですが、鳥取県

で13.9%、島根県では20.6%に達しています。

同じように公的支出(公的総固定資本形成+

政府最終消費支出+公的企業在庫品増加)の割

合をみてみると、60年度には全国16.8%、中国

地方17.3%で、あまり差はありませんでした。

しかし、98年度には全国は17.1%へ少し増加し

たのに対し、中国地方では20.9%に上昇してい

ます。特に鳥取県では27.5%、島根県では36.7%

という高さです。地域経済の3割から4割が公

的支出に依存しているというのは、やはり尋常

ではありません。

公的支出の割合

県 内 総 支 出 に 占 め る 県 内 総 支 出 に 占め る

公 的 総 固 定 資 本 形 成 公 的 支 出

1 9 6 0 年 度 1 9 9 8年 度 1 9 6 0年 度 1 9 9 8 年 度

全　　 国 7 . 4 7 . 4 1 6 . 8 1 7 . 1

中 国 地 方 7 . 3 1 0 . 0 1 7 . 3 2 0 . 9

鳥 取 県 8 . 7 ・ 1 3 . 9 2 2 . 8 2 7 . 5

島 根 県 1 3 . 8 2 0 . 6 2 8 . 4 3 6 . 7

岡 山 県 6 .̀ 3 9 . 5 1 4 . 0 1 8 . 6

広 島 県 6 . 8 8 . 2 1 6 . 3 1 8 . 5

山 口 県 6 . 7 8 . 2 1 5 . 9 1 9 . 0

(注)公的支出は、政府最終消費支出、公的総固定資本形成、

公的企業在庫品増加の合計。

資料:経済企画庁「県民経済計算年報」2000年版、同r長

期遡及推計」1991年から作成。

中国地方の危機的状況

公共事業あるいは公的支出への依存が高まっ

ている一方で、中国地方の長期低落傾向に歯止

めがかからないことも問題です。

高度経済成長期には中国地方は「7%経済」

といわれ、経済規模において全国の7%程度を

占めていました。1970年代半ばには人口と経済

規模は7%を割ったものの、工業出荷額は全国

の8%を超えるほど元気がありました。けれど

遡.好虔立の粛点から虜設者の方府を孝λる

も、いまや人口は6.1%、経済は5.7%、頼みの

工業出荷額も6.9%まで低下しています。

中国地方の長期低落傾向は都市の盛衰にも現

れています。中国総研の理事長でもある轢本功

広島市立大学教授は、全国640都市について1975

～1995年における昼間就業者数の推移を分析し

ています。全国平均以上に伸びている発展都市

は640都市のうち45%、平均に満たなかった停

滞都市は55%、そのうち就業者数が減少した衰

退都市は21%でした。

中国地方の49都市については発展都市は16%

と少なく、停滞都市は84%、うち縮小都市が22

都市(45%)を占めています。特に広島県では

13都市のうち8都市(62%)が衰退都市です。

結局、中国地方には先行工業都市が多かっただ

けに、その後の落ち込みが激しく現出している

のだと思います。

人口移動への影響はさらに深刻です。仙台・

広島・福岡の3市について、若者人口の変化を

5年前の「国勢調査」と比較してみました。た

とえば1960年に15～19歳人口が2万人いて、こ

れが1965年に3.6万人になっていたらプラス1.6

万人です。20～24歳人口についても同様に計算

しました。そして、10代後半人口を横軸、2q代

前半人口を縦軸に取り、5年ごとの数値をプロ

ットしてみます。

福岡市の場合、10代後半人口についてはプラ

ス1.5～2万人の幅で、それほど大きく変化し

ていません。進学や就職により、おおむね一定

の人口が流入してきていると考えられます。他

方、20代前半人口については最初はプラス1万

人くらいであったのが、最近はプラス3万人を

超えています。つまり、卒業後も残っているか

または新規に入ってくる若者が増えていると想

像されます。

広島市はどうかというと、1965年時点では10

代後半人口はプラス1.8万人、20代前半人口は

プラス1.1万人くらいで、それぞれ福岡市を少

リサーチ中屋F。打故2イ
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し上回るほどでした。それが年次を追うにした

がって左斜め下方にシフトしていきます。つま

り、入ってくる若者人口が減るとともに、広島

市にとどまる若者人口も減っているという状況

です。2000年には15～19歳人口はプラス2,000

人そこそこ、20ノー24歳人口はわずかプラス191

人まで落ち込んでいます。

何年かまえ、(財)山口経済研究所が山口県か

らみた広島・福岡両県との関係について調査し

たことがあります。これによると経済的には明

らかに広島県が優勢です。たとえば広島県本社

の企業は山口県東部をはじめ宇部りj、野田地域

から下関地域まで幅広く事業所を展開していま

す。他方、福岡県本社の企業による事業所展開

は下関地域や宇部・小野田地域が中心であり、

東部地域では少ない。これは両県に本社のある

地方銀行の支店の立地についても同じです。

ところが、文化・情報面については事情が異

なります。たとえば全国紙の配送エリアをみる

と、山口県と島根県石見地域については西部・

九州本社、広島県や島根県出雲地域については

大阪本社の新聞が配達されています。ミニコミ

誌・タウン情報誌については、山口県内で出回

っているのはすべて福岡・北九州のものです。

広島の情報誌は山口県内に流通していません。

その調査では、山口県から広島・福岡両県へ

の人口移動についても調べています。山口県か

ら広島県に対してはずっと人口の転出超過が続

いています。特に高度経済成長期には、広島県

における雇用の受け皿も拡大しており、山口県

から大量の人口が流入しています。80年代初

頭、マツダの防府工場ができたとき広島県から

山口県に対して転出超過に逆転したことがあり

ましたが、すぐに広島県は転入超過に戻りまし

た。しかし、その人数は次第に減っています。

山口県から福岡県に対してもずっと転出超過

の状態にありますが、高度成長期の期間は広島

県への転出数と比較するとずいぶん格差があり

リサーチ中l訂　耽4

ました。ところが、広島県への転出数が徐々に

低下する一方、福岡県への転出数は微増気味に

推移したため、1990年ごろには差がなくなって

きました。そして最近では、山口県から広島県

への転出超過数より福岡県へのそれが少し上回

っています。

人口の押し出し圧力

中国地方の主要企業では統廃合や人員整理が

進められています。これに都市の魅力の弱さが

加わって、人口移動の面では、中国地方から域

外への「プッシュ要因」として働いているのだ

と思います。

一方、バブル崩壊後、地方から大都市圏への

人口移動は落ち着いていましたが、最近になっ

て特に東京への人口集中が再開され、「東京一

人勝ち」ともいうべき様相を呈していますこ東

京への人口集中については、地価下落に伴う都

心への人口回帰という要因もあると思います。

が、地方にとって憂慮すべきなのは、東京にお

ける産業の新陳代謝の活発さです。つまり、東

京では全国的に成長している産業の厚みがあ

り、その伸びも大きく、全国的に衰退している

産業は全国平均以上に減少しています。これが

いわば「プル要因」となって人口を引きつけて

いると考えられます。

対照的に中国地方では、全国的に伸びている

産業の厚みがなく、その伸びも小さい。そして

全国的に衰退している産業の減り方が相対的に

小さいのです。そのような成長産業とは、産業

分類でいう医療業、社会保険・社会福祉、廃棄

物処理業、教育、情報サービス・調査業、一般

飲食店など、ほとんどはサービス業です。反対

に衰退産業とは製造業や卸売業のことです。

このような趨勢が続くと、はたして中国地方

はどうなるか-。2001年版の「中国地域経済

白書」では、2025年を目標とした将来人口推計

地膚卓立の肋lら船首の方府を者λる

7



を行い、それによる地域経済ノ＼の影響を検討し

ました。

中国地方の人口は現在773万人ですが、これ

が2025年には82万人減って691万人になること

が見込まれます。島根県1県分の人口が減少す

ることになります。65歳以上の高齢人口は2025

年には30.5%となる見込みです。

このようにして労働力人口が減少すると経済

成長がさらに鈍化する。それによって所得が伸

び悩み、貯蓄が減少する。そうすると資本スト

ック形成に回す余裕がなくなり、結局は経済成

長のいっそうの鈍化とさらなる人口減少をもた

らす-といったように悪循環に陥るおそれが

あります。

そうならないためにも、高齢者と女性のほか

に外国人をも含めて、労働参加率の上昇を図る

必要があります。また、技術革新に努めるとと

もに、より生産性の高い産業構造に転換してい

かなくてはなりません。特に中国地方の場合、

そのようにしないと発展の余地がないところま

で追いつめられているといっても過言ではない

と思います。

ある調査によると、グローバル化のなかで本

当に競争力があるといえるのは輸出競争力のあ

る一部の製造業だけであり、従業者数にすると

わが国の産業全体の1割ほどだそうです。これ

らの産業の生産性はアメリカを100とすると120

くらいと高い。ところが、残りの内需主体の製

造業と建設業や商業などの産業については、従

業者数では約9割を占めるにもかかわらず、生

産性は63程度と低い。

GI)Pに占める輸入依存率は1割に満たないと

はいっても、わが国は海外からいろいろな資源

や製品を購入しなくてはなりません。貿易黒字

の赤字転落もささやかれるようになっているな

かで、これからどうやって食べていくかという

のは非常に切実な課題となってきています。

朗卓立の務点から腰定着の方府を者λる

地域の自立とは何か

中国地方のような地方の経済は、これまでは

工場立地と所得移転によって成り立ってきた部

分が少なくありません。所得移転とは公共事業

がそうですし、補助金や地方交付税交付金もそ

うです。(財)国民経済研究協会から千葉経済大

学に転じた安東誠一教授は、そのような地方の

姿を「発展なき成長」と呼んでいます。

成長というのは身体が大きくなること、′つま

り経済が量的に増大することです。他方、発展

とは身体を自ら大きくする力が強くなること、

つまり経済の構造的・質的変化のことであり、

両者を峻別する必要があるということです。地

方の「発展なき成長」というのは、見かけは大

きくなっているけれrども、生産性向上などの内

実を伴っていない状況のことです。

試みに手近の辞書を引いてみると、発展、開

発、developという言葉には、日本語であるか

英語であるかを問わず、自動詞的な意味と他動

詞的な含みの2種類があることが分かります。

開発という日本語も本来は「かいほっ」という

仏教用語が「新田開発」などに転用されていっ

たようです。

そのようなわけで地域経済の発展とは、工場

立地や所得移転といった地域外の要素に過度に

依存しないこと、つまり外発的ではなく内発的

な要素が強いこと、他動詞的ではなく自動詞的

な契機が強いこと、他律的ではなく自律的であ

ること、依存的ではなく自立的であることが求

められているといえると思います。

私が好きな表現は、「developとは、前段階に

後の段階が何らかのかたちで組み込まれ、前段

階の可能性が次の段階で花開くこと」(C.D.

ラ享ス)というものです。これは地域経済の発

展を考える場合にもそのまま適用できると思い

ます。

リサーチ中厨　此イ
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時代の大きな変化

つまるところ、時代をとりまく環境が大きく

変化しているといえます。人口も経済も「右肩

上がり」の時代は終わり、その結果、これまで

当然とみなしていたことが成り立たなくなって

います。

グローバル化が進展するなかで、国内の工場

立地件数は全国あわせても年間1,000件程度に

急減しています。中国地方では60件台です。そ

の一方、製造業を一事じめとする海外直接投資は

増大し、国内ではいわゆる産業空洞化の問題が

顕在化しています。さらに景気低迷の長期化と

も相まって財政制約問題がますます強まってい

ます。

そのようななか産業政策というか産業立地政

策もずいぶんと変化してきています。これまで

は、60年代の新産業都市・工業整備特別地域の

指定から80年代におけるテクノポリス計画・頭

脳立地構想に至るまで、単純にいえば大都市の

工場をいかに地方に分散させるかという考え方

でした。地方の側では、相対的に安価な事業環

境をいかに提供するかに腐心していればよかっ

たのです。しかし、そのような分散立地政策は

もはや想定されておりません。

その代わり、それぞれの地域で自らの知識・

技術・ノウハウを生かし、産業の高度化と新産

業育成に取り組むことが求められるようになっ

ています。既存産業への支援重視から、新産業

の育成重視に変化してきています。

これまでは、「企業を呼んできて仕事を確保

する」あるいは「公共事業を導入して仕事を得

る」という考え方でもよかったのですが、それ

ではもうやっていけない。だからむしろ「ひと

を呼んできて仕事や企業をつくる」という発想

が重要といえます。

いいかえれば、自律的・自立的な産業の振興

によって地域の自律・自立が要請されているの

だといえます。中国地方はこれまで分散立地政

策の恩恵を享受してきただけに、従来型の発想

を変えるのは困難かもしれませんが、だからこ

そ抜本的に取り組まないともはやあとがないと

いう危機感を持つ必要があると思います。

限られてきた地方の活力源

地域の括力は、やはり産業・経済の強さに大

きく依存しています。そのような産業・経済の

力を生み出す手法として、大きくは、①域外企

業の誘致、そのバリエーションとして公兵事業

最近の産業政策の変化

・これ までの考 え方 これか ら重視 され る考え方

目標 ・大都市への人 口と産業の集中抑制 ・地域 での雇用創 出

・地方へ の分散 ・ ・自立的 ・自律的 な地域づ く り

地域の競争力 ・国 内か らみ て相対 的 に安価 な事 業 コス ・創 造的知 識 と地 域資源 によ る競 争優位

ト (地価 、労働力) の確保

政策手法 ・国主導 ・地方主導

・官 主導 ・民間主導

・財政 ・金融政策型 ・規制改革

主要 な政策 内容 ・産 業イ ンフラ整備 ・情報通信 インフラ整備

・東京 と地方 との直結 ・世界 とのアクセス

・製造業 向け人材育成 ・知識 を活用で きる人材 の育成

・製 造業 を中心 とした研究開発支援 ・マネ ジメ ン ト能力 向上へ の支援

重点対象 ・既 存企 業へ の支援 _(少産少子型) ・新産業の育成 (多産多死型 )

中小企業 の扱 い ・保護すべ き弱者 ・イ ノベー シ ョンと活力 の源 泉
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の導入、②交流人口の誘致、③地域密着型産業

の振興、そして④新産業の育成という4つが考

えられます。

第1の企業誘致というのは、すでに述べたよ

うに伝統的な手法であり、雇用確保と国内外へ

の移出力向上という面では速効性が期待できま

す。その半面、中国地方はその典型といえるの

ですが、地域外の需要に依存しがちですので、

ある産業が別の産業に影響を及ぼすといった域

内循環が弱い。

また、最近では東北地域や山陰地域における

電気機械産業などで問題になっていますが、事

業コストが絶対的に安価な中国・アジアとの競

争が激しくなってくると、出先工場というのは

「手足」ですので、本社の意向で撤退・縮小せ

ざるをえないところがある。それに工場立地そ

のものが減少しており、活力源として先行きは

あまり明るくありません。

公共事業の導入という手法は、地域外から持一

ってくるという点で企業誘致とどこか通じる性

格を持っています。公共事業の場合は、当面の

雇用確保と需要創造に速効性が期待されるだけ

でなく、社会資本として整備することによって

中長期的には消費者の便益や企業の生産力が向

上することが見込まれます。しかし、ほかの産

業のように財・サービスを地域外に移出して稼

得するというパワーは感じられません。

また、社会資本の維持・補修、環境修復、ユ

ニバーサルデザイン(障害の有無や年齢や男女

差などとは関係なくすべての人々が気持ちよく

利用できるよう、製品や生活環境や都市をあら

かじめデザインする考え方)などの分野で今後

とも一定の市場は維持されるはずですが、従来

型の公共事業の市場は縮小するとみられますの

で、や躊りこれからの活力源とは呼びがたい。

第2の交流人口の誘致というのは、具体的に

は観光・レジャー産業の振興や大型商業施設を

導入することです。たとえ地域外資本を導入す

彪脚の虜点から厳君の方舟を考える

る場合であっても、自然や歴史や文化などの地

域資源を活用することができます。地域外から

お客を呼ぶという意味で移出力があるといえま

す。その半面、より魅力のあるものにしようと

すると初期投資や維持・更新費が多大になるこ

とが予想されます。

また、観光・レジャー産業というのは、北海

・道の政府系金融機関関係者から聞いた言葉を借

りれば、′「ブーム的要因に左右され、自分たち

で頑張ってもどうにもならない」という性格を

持っています。中国地方にもこれに類した事例

はたくさんあります。ですので、活力源の一部

として有望ですが、あまり頼りすぎるのはどう

かと思います。

第3に地域密着型産業があげられます。これ

は具体的には、「6次産業」(農林水産品をその

まま供給するのではなく、加工したり、飲食・

サービスに付随して提供したりして、より高付

加価値化を図る産業)、地場産業、介護産業、

コミュニティビジネス(組織の利益よりも地域

社会全体の利益をめざし、NPOなどを通じて地

域社会のニーズに対して細かい対応を図るビジ

ネス)などが含まれます。地域資源を活用して

主に地域の需要に応えるという点で域内循環が

高い。それだけでなく地場産業や土産物は移出

力を備えています。介護産業のように規制改革

によって市場拡大が刺激されることも期待され

ます。

地域密着型産業は、人的サービスのウエイト

が高いため、地理的に広がりのある市場は見込

めませんが、少子・高齢化の進展、時間消費へ

の関心の増大、自己実現への希求の高まりなど

を背景に、今後とも着実に伸びていくことが期

待されます。

そして、第4が新産業の育成です。これは、

今後の地域経済発展の活力源として地域密着型

産業と並んで重要だと思います。もちろん両者

は重なるところも少なくないと思います。たと
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えば、ある地域の有志の人々が集まって高齢者

介護のためのNPOを設置し、それがその地域の

新産業の一角を担っていくといったことが考え

られます。

、なぜ新産業育成が求められるか

みてきたように変化が求められているのは中

国地方だけではありませんし、建設業の分野だ

けとは限りません。あらゆる産業で大きな変化

が求められています。たとえば広島近辺の自動

車部品産業では、早くから世界最適調達が進め

られたうえ、生産台数がピーク時から半減して

いることもあって、世界市場を相手に自ら解決

策を見出していかないとやっていけなくなって

います。

結局のところ、それぞれの地域において新産

業育成に取り組みこ　自ら拠?て立つ確固とした

基盤をつくり上げなくてはいけないのだと思い

ます。現在のように公的支出への依存が高いこ

とは、子や孫の世代における地域の競争力を確

実に奪うということを銘記しなくてはならない

と思います。

企業が市場から撤退することがあっても、そ

れはそれで仕方がない。むしろそれ以上にいろ

いろな企業が次々に参入してくる。そういう新

陳代謝の活発さが地域の魅力と活力を生み出す

と考えられます。大企業の「支店経済」として

の役割は重要ではありますが、「小さくても本

店経済」がたくさんあることのほうが地域の自

律・自立にとっては意義があるともいえるでし

ょう。

そのようななか、構造改革や大学改革とも相

まって、「大学発ベンチャー」に代表されるよ

うに、新産業育成やベンチャー企業振興に対す

る機運が非常な高まりをみせています。公共は

もちろんのことNPOなどでも、SOHOなどのイ

ンキュベート(産業の醇化)機能を整備しよう
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とする取り組みが増大しています。

これらはもちろん積極的に進めなくてはなり

ません。けれども、新産業が次々に生み出され

てくる「風土」が本当にあるかというと、はた

してどうでしょうか。

たとえば企業経営者のなかには、「あのとき

でさえどうにかやってきたから」と過去の成功

体験に依存したり、「自分の代で"負の遺産"

を整理したい」と世代交代を遅らせていたりす

る事例をみかけます。時代が大きく変化してい

るなかで、従来型の発想にとらわれているとや

っていけないおそれがあるという点で、これら

は危機意識の不足と裏腹の問題ともいえます。

また、「自分の代で廃業したい」「新規事業の

リスクを取るよりも既存事業で長らえたい」と

いったように、企業家精神が不足しているとい

わざるをえない経営者もみられます。

新産業の主たる担い手として期待される若者

にしても量的に減っていますし、中国地方から

の転出も増えている。そのうえ「不況だからこ

そ安定した職業に就きたい」という志向が強ま

っています。

ですので、まずはこういった経営者や若者の

やる気を喚起することが必要です。その起爆剤

として、留学生(OBを含む)の起業を支援す

ることも考えられます。留学生は非常に優秀で

すし、短期間のうちに成果を出さなくてはなら

ないという切迫感もあって、成功する可能性は

高いはずです。そのような留学生の成功例が日

本の若者の関心を惹起すると思います。

これらの取り組みに平行して、当面、次の3

つの方策を進めることが重要と思います。

おわりに

第1に、製造業でいうニッチ(すき間)分野

への参入や用途開発といった方法により、建設

業そのもののなかで新分野開発を積極的に進め

鰭.好卓立の鮎から膚定着の方府を者λる
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ることが考えられます。

たとえば、中古住宅市場はアメリカでは年間

500万戸程度にのぼるのに対し、わが国では16

万戸程度といわれます。もちろん規制改革など

も必要でしょうが、建設業界としても市場創造

努力のようなものがいるのだと思います。この

ほか社会資本の維持・補修、のり面補強や土壌

改良などの環境修復、海の藻場の復元などの環

境創造、IT関連工事、ユニバーサルデザインな

どの分野が考えられます。

製造業における用途開発の事例としては、ベ

ンガラから磁性材料やダイオキシン抑制剤を開

発した戸田工業(広島市)、きのこなどの`成分

であるトレハロースを食品だけでなく化粧品や

医英品向けに商品化した林原(岡山市)、縫い

針の技術を注射器の針やマイナスイオン発生装

置の製造に転用した万国製針(広島市)などが

あげられます。いずれも一見ハイテクにみえま

すが-たしかにハイテクなのですが-、も

ともとは伝統的産業の伝統的技術から生まれた

企業です。

第2に、建設業以外の分野への進出が考えら

れます。福島県建設業協同組合と福島県建設業

協会のように、介護産業に関心を示す事例が増

えていると聞きます。介護産業といっても介護

を提供するサービスだけでなく、高齢者の移送

サービス、給食の宅配サービス、いきがいや生

涯学習の支援などのさまざまな展開が考えられ

ます。介護産業以外ではリサイクル・リュース

産業も有望とみられます。

そして第3に、そのような建設業の取り組み

を支援する体制を充実することが重要です。製

造業や情報サービス業の場合に較べて、建設業

の場合は新産業創出に向けた交流機会が少ない

ような気がします。「建設業の技術・ノウハウ

は製造業に比較して限定されているので仕方が

ない」という見方もあるようですが、はたして

本当にそうなのか、どこにどのような技術・ノ

遡邸虔立の放射lら虜設者の方府を者λ石

ウハウがあり、相互の連携によってどのような

分野に展開が可能か、そのためにはどのような

きっかけがあればよいか-といったことを点

検することも必要と思います。

なお、緊急的な雇用対策の一環として、主に

建設業から発生した失業者を対象に森林作業の

ための短期雇用が予定されています。これは短

期的視野からは仕方がない面もあるのでしょう

が、もう少し本人の職業能力開発の視点から、

また地域産業の競争力強化という視点から、別

の対策を充実していくことが望まれます。

(いとうとしやす/中国総研地域経済研究部

長、広島大学大学院社会科学研究科マネジメン

ト専攻客員教授)

_本稿は、国土交通省中国地方整備局建政部が

建設業経営問題緊急調査の一環として実施した

意見聴取(2002年3月4日)での報告をまとめ

たものです。
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